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事 業 カ ル テ 3年度決算 健康推進課

04-01-02-380 成人保健対策事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 健康増進法、がん対策基本法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B1 生涯にわたって健やかでいきいきと暮らせるまちづくり

関連する個別計画 ―

関連する報告書など ―

施策 1 ライフステージに応じた健康支援と健康づくり

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

健康増進法に基づき、各種健康診査やがん検診を実施。平成29年度より、国の指針に基づき、胃がん
検診に内視鏡検査を導入し、乳がん検診の視触診を廃止した。また、胃がん検診・肺がん検診・子宮頸
がん検診に自己負担金を導入した。令和元年度には受動喫煙防止条例を施行し、喫煙スポットの改
修、受動喫煙防止に係る看板や路面シートの設置等により受動喫煙防止の啓発を行った。

事業の目的、
令和3年度の目標

新型コロナウイルス感染症への対策をとりながら、より多くの市民が健康に過ごせるよう各種検診を実施
し、疾病の早期発見・早期治療につなげる。生活保護受給者の健康診査の受診率向上に努める。各検
診の受診勧奨等啓発に努め受診促進を図る。受動喫煙防止対策について、条例の周知及び啓発に努
める。

予算の執行方法 ・各種検診の業務委託料、受診勧奨等、受動喫煙防止対策の普及啓発

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果
・生活習慣病の早期発見、早期治療、生活習慣の改善等につながった。
・受動喫煙による健康被害の防止につながった。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 193,783 192,498 237,072 190,259 196,903

決算額(単位：千円） 130,747 128,694 170,111 139,124 145,523

1,358 1,321

都支出金 7,327 15,534 52,227 11,171 9,031

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 1,211 1,349 1,245

地方債 0 0 0

一般財源 120,703 110,302 113,795 125,254 133,971

0 0

その他特定財源 1,506 1,509 2,844 1,341 1,200

44,974

《従事人員数》 6.50 6.89 7.14 5.43 5.43

間
接
経
費

職員人件費 57,284 57,880 61,279 45,455

その他の人件費 5,752 5,924 5,682 5,680 6,406

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

各種検診の受診者数（各種がん検診・健康
診査等）

目標 41,671 39,840 39,715

結果 34,920 35,034 ―

成果指標
(アウトカム)

各種検診の達成率（各種がん検診・健康診
査等）

目標 100% 100% 100%

結果 83.8% 87.9% ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

各種がん検診における受診率向上・精度管理の向上に努めるとともに、有効性評価等を踏まえ検
診方法の見直しについても検討する必要がある。
受動喫煙防止条例の周知及び受動喫煙を防止するための環境整備に努める。B A A イ
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＜休日等診療事業＞

◇執行状況及び成果等

１　休日診療（輪番初期医療施設）

年度

２　急患テレホンセンター電話料

項目
年度

　

元 366日 801件 2.2件 30,790円

2 72日 1,829人 25.4人 8,496,973円

１日平均
利用者数

利用
者数

診療
日数

72日

取扱日数

3 365日 763件 2.1件

29

経　　費取扱件数

56.1人 8,008,485円

31,058円

項目 経費
（休日診療事業業務委託料）

21.9人

１日平均
取扱件数

3

72日 4,035人

30 365日 1,174件

76日 3,453人元

1,576人

3.2件 30,673円

30 73日 3,065人 42.0人 8,258,573円

45.5人 9,430,093円

7,691,596円

2 365日 771件 2.1件 35,857円

29 365日 1,882件 5.2件 34,007円
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事 業 カ ル テ 3年度決算 健康推進課

04-01-02-383 休日歯科応急診療事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 医療法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B1 生涯にわたって健やかでいきいきと暮らせるまちづくり

関連する個別計画 ―

関連する報告書など ―

施策 2 健康を支えるネットワーク

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

当初、年末年始の歯科応急診療の確保を目的として実施。昭和61年度から東京都が実施する休日歯
科応急診療に基づき、事業を拡大し、一般休日においても実施。平成14年度から東京都が地区歯科
医師会へ業務委託をしていたものを、市町村が直接地区歯科医師会に委託。平成17年度行財政再構
築プランを踏まえ委託料の見直しを行った。令和元年度から今後の方向性について、委託先である八
南歯科医師会と協議を始めた。

事業の目的、
令和3年度の目標

応急処置を必要とする患者を対象に、市民の健康を守るため休日の歯科診療を実施している。
休日において応急診療が必要な患者に対し、診療施設を確保し診療を実施することにより、患者の不
安を解消する。

予算の執行方法 業務委託料

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果 休日において、必要な歯科応急診療が受けられる。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 7,277 7,387 7,932 7,583 7,438

決算額(単位：千円） 7,013 7,135 7,675 7,332 7,190

0 0

都支出金 3,327 3,327 3,327 3,327 3,327

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 3,686 3,808 4,348 4,005 3,863

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

248

《従事人員数》 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

間
接
経
費

職員人件費 264 252 257 251

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

休日に歯科応急診療が必要な患者に対し、
歯科診療施設を確保し、歯科治療を実施す
る。

目標 72日 72日 75日

結果 72日 72日 ―

成果指標
(アウトカム)

休日において、歯科応急処置を必要とする
患者が、応急診療を受けることができる体制
確保が事業目的であるため、成果目標は設
定しない。

目標 ― ― ―

結果 ― ― ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

本事業は、本来かかりつけ医のある患者に、休日の対応として応急処置を施すなどのセーフティ
ネットの役割を担っているが、本市にとって適切な診療体制を検討するため、委託先である八南歯
科医師会と協議していく。B N N ウ
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＜休日歯科応急診療事業＞

◇執行状況及び成果等

１　休日歯科応急診療事業状況

診療日数 利用者数 １日平均利用者
経費

（業務委託料等）

平成29年度 72日 161人 2.2件 7,012,754円

平成30年度 73日 179人 2.5件 7,134,905円

令和元年度 76日 238人 3.1件 7,675,121円

令和２年度 72日 154人 2.1件 7,331,604円

令和３年度 72日 156人 2.2件 7,189,866円
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B B B イ

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

今後、多摩市版地域包括ケアシステムの取り組みの中で、本事業のあり方について検討する。

成果指標
(アウトカム)

同上

目標 ― ― ―

結果 ― ― ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

障がい者や要介護者等が、地域で歯科医療
サービスが受けられるよう、かかりつけ歯科
医の定着を推進する事業であり、成果を数
値で表すことは適切でない。

目標 ― ― ―

結果 ― ― ―

《従事人員数》 0.10 0.02 0.02 0.02 0.02

間
接
経
費

職員人件費 881 168 172 167

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

166

0 0

都支出金 308 279 241 198 198

内

訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 325 312 249 208 198

事業にかかる実コスト 1,514 759 662 573 562

決算額(単位：千円） 633 591 490 406 396

事業の成果
相談や紹介を行い、障がい者や要介護高齢者等が身近な地域で必要なかかりつけ歯科医の定着を
図った。

◇事業にかかる費用
区　　 　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

平成21年度　障がい者等の歯科医療に係る相談体制の充実、かかりつけ歯科医の定着推進を強化
平成25年度　摂食・嚥下機能支援推進事業を開始
平成28年度　摂食・嚥下機能支援推進協議会は高齢支援課の多摩市在宅医療・介護連携推進協議
会の中で対応することとして整理した

事業の目的、
令和3年度の目標

障がい児(者）や在宅要介護者等が身近な地域で必要な歯科医療サービスが受けられるよう、障がい者
等の歯科診療を行うかかりつけ歯科医の定着を推進し、機能分担の明確化と連携システムの確立を図
る。

予算の執行方法 業務委託料

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成14年度

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B1 生涯にわたって健やかでいきいきと暮らせるまちづくり

関連する個別計画 ―

関連する報告書など ―

施策 2 健康を支えるネットワーク

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 健康推進課

04-01-02-388 歯科医療連携推進事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 医療法
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＜歯科医療連携推進事業＞

◇執行状況及び成果等

１　歯科医療連携推進事業内容

歯科医紹介申請件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 5件

在宅歯科診療支援用機材貸し出し件数　　　　　　　　　　　　　 1件

歯科衛生士相談業務（摂食・嚥下相談、出張教育を含む） 　　  291件

コーディネーター（歯科医）へつないだ件数 3件

在宅歯科診療支援用機材貸し出し件数　　　　　　　　　　　　　 2件

歯科衛生士相談業務（摂食・嚥下相談、出張教育を含む） 　　 122件

コーディネーター（歯科医）へつないだ件数 4件

在宅歯科診療支援用機材貸し出し件数　　　　　　　　　　　　　 0件

歯科衛生士相談業務（摂食・嚥下相談、出張教育を含む）   　 21件

コーディネーター（歯科医）へつないだ件数 7件

在宅歯科診療支援用機材貸し出し件数 2件

歯科衛生士相談業務（摂食・嚥下相談、出張教育を含む） 7件

コーディネーター（歯科医）へつないだ件数 6件

在宅歯科診療支援用機材貸し出し件数 1件

歯科衛生士相談業務（電話相談、摂食・嚥下相談、出張教育を含む） 10件

２　歯科医療連携推進協議会開催回数及び謝礼額

 

396,000円

事業内容と実績

3 1回 0円
新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から書面開催とした
ため、委員謝礼は発生しなかった。

年度 経費

  会長　　12,500円×1回
  副会長　11,800円×1回
  委員等　10,700円×2人×1回

元

545,176円

令和2年2月28日に開催予定していた協議会は、新型コロナウイ
ルスの感染拡大防止の観点から中止とした。

内訳委員謝礼額

405,963円

490,320円

29

0円

30 1回 45,700円

2

年度

3

2 1回 0円
新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から書面開催とした
ため、委員謝礼は発生しなかった。

586,880円

元

0回

実施回数
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事 業 カ ル テ 3年度決算 健康推進課

04-01-02-392 小児初期救急準夜診療事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 医療法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B1 生涯にわたって健やかでいきいきと暮らせるまちづくり

関連する個別計画 ―

関連する報告書など ―

施策 2 健康を支えるネットワーク

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

昭和55年度から実施していた準夜診療事業（内科・小児科）を、平成17年度に小児科に特化した新た
な事業として事業移行し、「小児初期救急準夜診療事業」とした。あわせて東京都の「健やか小児救急
応援事業」を受け、こども準夜診療所の利用促進と子どもの救急措置についての普及・啓発を行った。

事業の目的、
令和3年度の目標

小児科医による準夜診療所「多摩市こども準夜診療所」を健康センター内に開設し、小児医療体制の
充実を図る。

予算の執行方法 準夜診療所電話料、小児初期救急準夜診療業務委託料

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成17年度

事業の成果
年間を通して準夜における小児医療施設を確保し、小児科医による小児の初期救急医療を提供した。
また乳児健診等で「多摩市こども準夜診療所」の周知を図った。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 37,204 37,220 37,762 37,981 37,928

決算額(単位：千円） 36,940 36,968 37,505 37,730 37,680

0 0

都支出金 5,010 5,010 5,010 5,010 5,010

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 31,930 31,958 32,495 32,720 32,670

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

248

《従事人員数》 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

間
接
経
費

職員人件費 264 252 257 251

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

こども準夜診療日数

目標 365日 365日 365日

結果 365日 365日 ―

成果指標
(アウトカム)

準夜間帯に急病になってしまった子どもが、
安心して準夜救急診療を受けることができる
体制を確保することが、事業の目的であるた
め成果指標は設定しない。

目標 ― ― ―

結果 ― ― ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

小児科の医師が限られる中で、市民が安心して受診ができるよう、適切な診療体制の確保維持に
努める。

B N N イ
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＜小児初期救急準夜診療事業＞

◇執行状況及び成果等

※　休日準夜の診療日数には、土曜日を含む。

2.2人

0.7人 37,696,109円2 122日 120人 1.0人 243日 170人

2.6人 36,935,107円

29

37,644,818円246人 1.0人242日3 123日 268人

30 121日 688人 5.7人 244日 640人

小児初期救急準夜診療：平成１７年８月から実施

年度
休日準夜 平日準夜

診療日数

36,907,562円

37,471,344円240日 553人

利用者数
１日平均
利用者数

経費
（小児準夜診療業務委託

料）診療日数

725人 6.0人 244日

元 126日 593人 4.7人

１日平均
利用者数

利用者数

2.3人

2.9人121日 705人
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【執行状況】

04-01-02-971 新型コロナウイルスワクチン接種事業

健康推進課

※事業カルテ作成対象外事業のため事業カルテ及び診断書の作成は省略しています。事業の概要について
は事業別歳出決算額一覧表をご覧ください。

２　旅費　202千円

＜主な内容＞
　・会計年度任用職員の通勤費

１　報酬　3,507千円

＜主な内容＞
 ・会計年度任用職員の報酬

◇執行状況及び成果等　1,356,004千円（令和２年度からの繰越明許予算分含む）

◇事業開始の経緯

　新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、死亡者や重症者の発生をできる限り減らし、結果として
新型コロナウイルス感染症のまん延の防止を図ることを目的に、令和３年４月より医療従事者等を対象
に初回（１・２回目）の新型コロナウイルスワクチン接種を開始した。５月からは一般市民を対象に集
団及び個別接種を実施し、令和４年１月からは３回目（追加）の接種を実施した。

３　需用費　9,216千円

＜主な内容＞
　・新型コロナウイルスワクチン集団接種会場用消耗品の購入
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター及び市執務室の電気料
　・多摩センター接種会場の電気料及び水道料

４　役務費　19,250千円

＜主な内容＞
　・新型コロナウイルスワクチン接種券等送付に係る郵便料
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター及び市執務室の電話料
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター及び集団接種会場のインターネット回線利用料

５　委託料　1,202,322千円（令和２年度からの繰越明許予算分含む）

＜主な内容＞
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター等業務委託
　・接種券等印刷及び封入封緘業務委託
　・接種予約システム開発及び運用支援業務委託
　・集団接種関連業務委託
　・個別接種関連業務委託
　・職域接種関連業務委託
　・産業廃棄物処理業務委託
　・集団接種会場巡回送迎バス運行業務委託
　・新型コロナウイルスワクチン等配送業務委託
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター及び市執務室機械警備業務委託
　・ＡＩ自動応答専用コールセンターシステム運用支援業務委託
　・外国人支援（通知物等翻訳）業務委託
　・集団接種会場用パーテーション作成業務委託
　・被接種者移動支援業務委託
　・予診票等文書保管及び移送業務委託
　・接種会場誘導案内看板設置業務委託
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８　償還金・利子及び割引料　18,858千円

＜主な内容＞
　・令和２年度新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金返還金

【成果】新型コロナワクチン接種の状況（令和4年3月31日時点　※1）

※1　令和4年3月31日時点でワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）に登録済みの速報値
※2　接種対象人口は、総務省が公表している「令和3年住民基本台帳年齢階級別人口
　　（市町村別）」を使用している。
     なお、12歳～14歳人口は10歳～14歳人口を5分の3したもの、18歳・19歳人口は
　　 15歳～19歳人口を5分の2したものを使用している。
※3　国・都の３回目接種率は令和4年3月30日時点の公表値

６　使用料及び賃借料　98,754千円

＜主な内容＞
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター及び市執務室の借上げ
　・新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター及び市執務室の備品等借上げ
　・集団接種会場借上（リンクフォレスト・さくらゲート・ＪＴＢフォレスタ・多摩センターペペリビル）
　・ＡＩ自動応答専用コールセンター使用料

７　工事請負費　3,894千円

＜主な内容＞
　・健康センター会議室改修工事（電気設備・空気調和改修含む）

【初回接種】

接種対象人口※2

１回目接種者数

２回目接種者数

１回目接種率

２回目接種率

65歳以上 12歳以上 5～11歳

42,863 135,337 8,320

40,433 118,821 996

40,311 118,090 669

94.3% 87.8% 12.0%

94.0% 87.3% 8.3%

【追加接種】 65歳以上 18歳以上

接種対象人口※2 42,863 127,767

３回目接種者数 36,319 78,737

３回目接種率（市） 84.7% 61.6%

３回目接種率（国）※3 81.9% 48.1%

３回目接種率（都）※3 80.8% 49.0%
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

事 業 カ ル テ 3年度決算 コミュニティ・生活課

04-01-03-393 斎場・霊園管理経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 墓地・埋葬等に関する法律

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E2 安心して快適に暮らし、移動できるまちづくり

関連する個別計画 ―

関連する報告書など ―

施策 2 適正な公共施設等の維持・更新

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

多摩ニュータウン関連施設として、南多摩斎場は昭和50年、南多摩都市霊園は昭和51年に開設。南多
摩斎場は一部事務組合である南多摩斎場組合により運営している。また南多摩都市霊園は、八王子市
が管理・運営しているものを共同利用している。

事業の目的、
令和3年度の目標

市民に斎場及び墓地を提供できるよう、南多摩斎場及び南多摩都市霊園の施設を、墓地・埋葬等に関
する法律に基づき、適切に維持管理する。
令和3年度は引き続き、南多摩斎場については市民の経済的負担を軽減できるように式場、火葬室等
を提供し、南多摩都市霊園については墓地を必要とする市民に対して区画募集を行う。

予算の執行方法 南多摩斎場及び八王子市（南多摩都市霊園）に対する負担金の支出

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果
南多摩斎場について、円滑に市民の利用に供することができた。
南多摩都市霊園について、4区画の使用者を募集し、全4区画の使用者を決定した。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 49,651 51,354 42,213 33,107 38,494

決算額(単位：千円） 43,041 45,054 35,776 26,829 32,282

0 0

都支出金 0 0 0 0 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 43,041 45,054 35,776 26,829 32,282

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

6,212

《従事人員数》 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

間
接
経
費

職員人件費 6,610 6,300 6,437 6,278

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

南多摩斎場組合負担金の額

目標 37,690,790円 37,474,452円 38,123,376円

結果 24,371,644円 29,621,218円 ―

成果指標
(アウトカム)

南多摩斎場（式場・火葬場）の利用数

目標 1,518件 1,579件 1,642件

結果 1,336件 1,519件 ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

高齢化の進行など今後の社会状況を踏まえ、南多摩斎場、南多摩都市霊園とも施設の運営のあり
方について関係市と協議していくことが必要である。

B A A イ
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＜斎場・霊園管理経費＞

◇執行状況及び成果等

１　南多摩斎場組合負担金単位：円

２　南多摩斎場利用状況 単位：件

３　改葬許可申請受付状況 単位：件 ４　市民葬利用状況 単位：件

Ａ：三段金襴　116,820円
Ｂ：上三段金襴　152,020円

５　南多摩都市霊園負担金単位：円 Ｃ：五段金襴　173,360円
Ｄ：彫刻祭壇　330,000円
Ｅ：彫刻祭壇　550,000円

６　南多摩都市霊園使用状況

　昭和51年度から割当て使用、平成20年度増設
　霊園区画総数　2,111区画

平成30年度
平成29年度 8

17

平成29年度 13

応募数

令和2年度 14

平成29年度

令和3年度

459
460

多摩市割当
総区画数

年度

平成30年度

令和2年度
3,021,428

1令和元年度

17
10

3

0
0
0 0

453

区画数残

平成30年度
1

使用
区画数

002

1 1

3

計

0 0 06 4
平成29年度 11 14

Ｃ Ｄ Ｅ 計Ｂ

改葬
1,1267

式　場

10

平成29年度 222

Ａ

1,117

1,172

　　  種別
年度

令和元年度 1,183 2 1,185

平成29年度 40,352,229

小計
1,1192

  　　 種
別

令和2年度 24,371,644

小人
火　葬

大人

11
164

10

2,688,755
2,910,000

0 0 10

0

1,196 180
令和2年度 1,162 0 1,162

令和2年度 470 8 4
令和元年度 6

令和元年度

平成30年度 42,144,256
令和元年度 32,754,457

20916 1,1965 1,180

2,457,577

4
11

0

返還
区画数

9

決定
区画数

8

470
470
470

8 1

1 462
11

令和2年度

11 1,335 184

11令和元年度

1,324

1

令和3年度 29,621,218

令和3年度 1,321 3

平成30年度 1,175

令和3年度 0

令和3年度 470 11 4 1 465

平成30年度
3

0 0

9

5

令和3年度 2,660,843
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

事 業 カ ル テ 3年度決算 公園緑地課

04-01-03-394 公衆便所管理経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E2 安心して快適に暮らし、移動できるまちづくり

関連する個別計画 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

関連する報告書など ―

施策 2 適正な公共施設等の維持・更新

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

　市内4箇所の公衆トイレのうち、豊ヶ丘商店街を除く3箇所については、1日2回の清掃を実施していた
が、平成16年度より冬季の2ヶ月（1月と2月）においては、1日1回の清掃に回数を変更した。なお、豊ヶ
丘商店街については、通年1日1回の清掃を実施している。また、都の補助金を活用し、利用者が多い
駅前公衆便所の洋式化を実施した。平成29年度は多摩センター駅前公衆便所の洋式化を、平成30年
度は永山駅前公衆便所の洋式化を、令和元年度は聖蹟桜ヶ丘駅前公衆便所の洋式化をそれぞれ
行った。

事業の目的、
令和3年度の目標

　公衆トイレは、昭和50年に永山駅前公衆便所が設置され、昭和55年に多摩センター駅前、昭和61年
に聖蹟桜ヶ丘駅前、昭和62年に豊ヶ丘商店街に設置された。平成14年度には永山駅前公衆便所の大
規模改修を実施し、バリアフリー化を図ったことにより高齢者、障がい者などにも利用しやすい公衆トイ
レとなっている。令和3年度については、これまでと同様に引き続き公衆衛生環境の維持・向上に努め
る。

予算の執行方法 複数年契約3年目の清掃業務委託を実施し、公衆便所の衛生環境の適正な維持管理を行った。

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果
　各公衆便所を清掃することにより、快適な衛生環境を確保した。清掃回数については、桜ヶ丘駅前、
永山駅前、多摩センター駅前公衆便所は、1日2回（※1月、2月は、1日1回）の清掃を実施した。また、
豊ヶ丘商店街は、通年1日1回の清掃を実施した。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 11,049 8,513 10,774 8,713 7,035

決算額(単位：千円） 9,325 6,003 9,022 6,976 5,810

0 0

都支出金 2,736 777 1,899 0 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 6,589 5,226 7,123 6,976 5,810

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

331

《従事人員数》 0.10 0.20 0.10 0.10 0.04

間
接
経
費

職員人件費 881 1,680 858 837

その他の人件費 843 830 894 900 894

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

公衆便所清掃回数

目標 2,378回 2,378回 2,378回

結果 2,378回 2,378回 ―

成果指標
(アウトカム)

〔令和元年度まで〕
トイレ洋式化整備箇所数
〔令和2年度〕
市民の声での苦情件数ゼロを目指す

目標 0件 0件 0件

結果 0件 0件 ―

特 記 事 項
　平成29年度から令和元年度まで、利用者が多い駅前トイレの洋式化改修個数を成果指標としていた
が、令和元年度で完了したことから、成果目標を「苦情件数ゼロ」に変更した。

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

　今後の課題については、施設の老朽化に伴い公衆便所のあり方を含め施設更新に向けた準備を
行う。

B N B イ
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＜公衆便所管理経費＞

◇執行状況及び成果等

１　公衆便所清掃業務委託料

単位：円

2　公衆便所設置状況

令和 2年度

永山駅前公衆便所
建築年月日

S 61. 3
S 62. 6

35.48
S 55. 344.08

10.08

27.67 S 50.10

3,780,000
令和元年度

5,107,300

面積（㎡）

  豊ヶ丘4-2

多摩センター駅前公衆便所

豊ヶ丘商店街公衆便所

所在地
  永山1-45

令和 3年度

3,780,000平成29年度

5,107,300

平成30年度

聖蹟桜ヶ丘駅前公衆便所   関戸1-11-2
  落合1-40-1

名　　称

5,059,673
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